
誰でも
どこでも

2
万
円
以
上

月 額

時間額

の
賃
上
げ
を

円
以
上
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16春闘のポイント

1
2
3
4

憲法をまもる共同をさらに前進させ、
安倍政権退陣、戦争法廃止

すべての労働者の賃上げ・底上げ
実現で、地域経済再生

地域活性化大運動、雇用の安定と
社会保障拡充めざす大運動を推進

要求と学習を基礎に職場を活性化、
全組合員参加型の統一闘争

STOP暴走政治、戦争法廃止！壊すな憲法
暮らしまもる共同で、賃上げと雇用の安定、地域活性化

春 闘
スローガン
（案）

1
2
3
4

統
一
要
求

賃
上
げ
要
求

最
低
賃
金
要
求

底
上
げ
要
求

月
額
2
万
円
以
上
、

時
間
額
1
5
0
円
以
上
の
賃
上
げ

時
間
額
1
0
0
0
円
以
上
、

日
額
8
0
0
0
円
以
上
、

月
額
17
万
円
以
上

す
べ
て
の
働
く
人
々
の
底
上
げ
を
実

現
し
、時
給
1
0
0
0
円
未
満
の
人

を
な
く
す
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職場の声集め、要求実現へ

　
安
倍
政
権
は
、
憲
法
の
基

本
原
則
と
民
意
を
踏
み
に
じ

り
、
「
₂
つ
の
暴
走
」
を
よ

り
強
権
的
か
つ
独
裁
的
に
加

速
さ
せ
て
い
ま
す
。「
₂
つ

の
暴
走
と
は
」
₁
つ
は
ア
メ

リ
カ
と
一
緒
に
戦
争
す
る
く

に
づ
く
り
で
す
。
₂
つ
は
労

働
者
・
国
民
、地
域
社
会
を
犠

牲
に
し
た
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争

国
家
づ
く
り
で
す
。

　
安
倍
政
権
の
「
暴
走
」
が

強
ま
れ
ば
強
ま
る
ほ
ど
反
撃

も
強
ま
り
、
い
ろ
ん
な
分
野

で
国
民
的
な
世
論
が
高
ま

り
、
共
同
が
前
進
し
て
い
ま

す
。
₁₆
春
闘
の
最
大
の
特
徴

は
安
倍
「
暴
走
」
政
治
と
国

民
的
な
反
撃
と
の
激
し
い
せ

め
ぎ
あ
い
で
す
。

　
日
本
の
針
路
を
左
右
す
る

歴
史
的
な
情
勢
の
も
と
で
、

今
春
闘
は
₃
つ
の
課
題
を
軸

に
攻
勢
的
な
た
た
か
い
を
展

開
し
ま
し
ょ
う
。

　
第
₁
の
課
題
は
安
保
闘

争
以
来
と
い
わ
れ
て
い
る
世

論
と
共
同
の
高
揚
を
さ
ら
に

す
す
め
、
憲
法
違
反
が
明
白

な
戦
争
法
を
廃
止
に
追
い
込

む
こ
と
で
す
。
平
和
憲
法
を

ま
も
る
に
止
ま
ら
ず
、
立
憲

主
義
・
民
主
主
義
と
い
う
こ

の
国
の
あ
り
方
の
根
本
が
か

か
っ
て
い
ま
す
。

　
第
₂
は
暮
ら
し
を
ま
も
る

課
題
で
も
、地
域
を
基
礎
に
、

国
民
的
な
世
論
と
共
同
を
ひ

ろ
げ
る
こ
と
で
す
。
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
の
新
自
由
主
義
改
革

が
乱
暴
に
展
開
さ
れ
る
も
と

で
、労
働
者
・
国
民
の
暮
ら
し

は
ま
す
ま
す
苦
し
く
な
り
、

格
差
と
貧
困
が
加
速
度
的
に

拡
大
し
て
い
ま
す
。
地
域
経

済
の
疲
弊
が
深
刻
化
し
、
人

口
減
少
と
労
働
力
不
足
が
社

会
問
題
化
す
る
事
態
で
す
。

一
方
で
グ
ロ
ー
バ
ル
大
企
業

だ
け
が
史
上
空
前
の
利
益
を

得
て
株
主
配
当
を
急
増
さ

せ
、内
部
留
保
を
₃
₀
₀
兆

円
に
し
て
い
ま
す
。
地
域
を

基
礎
に
新
自
由
主
義
改
革
に

反
対
し
転
換
を
求
め
、
自
治

体
や
広
範
な
諸
団
体
と
の
対

話
・
懇
談
で
一
致
点
を
拡
大

し
暮
ら
し
を
ま
も
る
共
同
を

ひ
ろ
げ
ま
し
ょ
う
。

　
第
₃
は
す
べ
て
の
働
く
人

の
賃
上
げ
・
底
上
げ
の
実
現

で
す
。
全
組
合
員
参
加
で
生

計
費
原
則
に
も
と
づ
き
要
求

を
討
議
し
、
人
間
ら
し
く
暮

ら
せ
る
賃
金
を
求
め
、
最
低

賃
金
・
公
契
約
・
公
務
賃
金
改

善
な
ど
社
会
的
な
賃
金
闘
争

を
前
進
さ
せ
ま
し
ょ
う
。

　

16
春
闘
は
私
た
ち
の
暮
ら
し
と
日
本

社
会
の
未
来
に
と
っ
て
歴
史
に
残
る
重

要
な
春
闘
で
す
。
た
た
か
い
の
軸
は
、

戦
争
法
廃
止
な
ど「
戦
争
す
る
国
」づ
く

り
ス
ト
ッ
プ
、
実
質
賃
金
の
低
下
に
歯
止

め
を
か
け
る
大
幅
賃
上
げ
・
底
上
げ
な
ど

で
暮
ら
し
を
ま
も
る
、
こ
の
２
つ
の
共
同

を
大
き
く
ひ
ろ
げ
る
こ
と
で
す
。

　
「
全
組
合
員
参
加
」を
合
言
葉
に
学
習

と
要
求
づ
く
り
、要
求
提
出
、ス
ト
権
確

立
、
単
産
・
地
域
で
の
統
一
行
動
へ
の
結

集
、
組
織
拡
大
な
ど
、
春
闘
の
原
点
に
立

ち
返
っ
て「
こ
れ
ま
で
に
な
い
」た
た
か
い

で
要
求
実
現
を
勝
ち
取
り
ま
し
ょ
う
。

歴
史
的
な
16
国
民
春
闘
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すべての働く人々 の賃上げと
底上げで地域経済再生を

　
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
と
経
済
の

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
矛
盾
と
円

安
の
も
と
で
国
民
・
労
働
者

の
暮
ら
し
と
地
域
経
済
は
大

き
く
悪
化
し
て
い
ま
す
。
矛

盾
が
集
中
す
る
地
域
を
基
礎

に
、
暮
ら
し
を
ま
も
る
課
題

で
の
共
同
を
ひ
ろ
げ
る
取
り

組
み
が
地
域
活
性
化
大
運
動

で
す
。
地
域
で
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
問

題
、
農
業
・
農
協
問
題
、
商

店
街
の
活
性
化
、
社
会
保

障
の
充
実
、
公
共
サ
ー
ビ
ス

の
拡
充
な
ど
、
各
分
野
か

ら
切
実
な
要
求
に
も
と
づ
く

た
た
か
い
を
強
化
す
る
と
同

時
に
、
共
同
を
大
き
く
し
て

い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。
春

闘
で
は
賃
金
の
底
上
げ
を
軸

に
、
単
産
や
単
組
、
地
域
が

自
ら
の
要
求
を
持
ち
寄
り
、

自
治
体
や
広
範
な
諸
団
体
と

の
対
話
・
懇
談
運
動
に
取
り

組
み
、
一
致
点
を
拡
大
し
て

い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

　
大
企
業
優
先
の
歪
ん
だ

経
済
の
仕
組
み
を
変
え
、
雇

用
の
安
定
と
社
会
保
障
の
拡

充
、
中
小
企
業
・
地
場
産
業

へ
の
支
援
の
拡
大
の
取
り
組

み
を
す
す
め
ま
し
ょ
う
。

　
経
済
政
策
を
地
域
と
中
小

企
業
を
重
視
す
る
「
地
産
・

地
商
・
地
消
」
の
地
域
循

環
型
経
済
へ
と
転
換
す
る
こ

と
が
仕
事
お
こ
し
に
つ
な
が

り
、
商
店
街
な
ど
が
活
発
化

し
、
地
域
経
済
が
発
展
し
ま

す
。
地
域
・
自
治
体
で
お
金

が
還
流
す
る
経
済
を
つ
く
れ

ば
多
く
の
住
民
の
生
活
の
向

上
に
つ
な
が
り
ま
す
。

　
地
域
が
活
性
化
す
れ
ば
地

域
で
雇
用
が
増
え
、
賃
金
が

ア
ッ
プ
す
る
こ
と
に
よ
り
、

税
収
が
増
え
る
こ
と
に
つ
な

が
り
ま
す
。
社
会
保
障
も
充

実
す
れ
ば
、
安
全
・
安
心
の

住
み
や
す
く
住
み
続
け
た
い

ま
ち
に
な
り
ま
す
。

　
暮
ら
し
を
ま
も
る
課
題
で

も
共
同
が
前
進
す
れ
ば
労
働

運
動
に
対
す
る
社
会
的
な
信

頼
と
影
響
力
は
飛
躍
的
に
大

き
く
な
り
ま
す
。

　
「
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
」
に

よ
る
異
次
元
の
規
制
緩
和
な

ど
で
、
大
企
業
は
空
前
の
利

益
を
上
げ
、
内
部
留
保
は

₃
₀
₀
兆
円
を
超
え
ま
し

た
。

　
一
方
で
、
消
費
税
₈
％
へ

の
増
税
と
円
安
に
よ
る
物
価

高
、
低
下
し
続
け
る
実
質
賃

金
な
ど
で
、
労
働
者
・
国
民

の
暮
ら
し
は
厳
し
さ
を
増
す

ば
か
り
で
す
。

　
安
倍
首
相
は
「
企
業
利

益
を
上
げ
れ
ば
国
民
が
潤

う
」
と
、
盛
ん
に
宣
伝
し

ま
す
が
、
大
企
業
が
い
く
ら

儲
け
て
も
、
労
働
者
・
国
民

に
は
「
お
こ
ぼ
れ
」
（
ト

リ
ク
ル
ダ
ウ
ン
）
が
来
な
い

こ
と
は
明
ら
か
に
な
っ
て
い

ま
す
。

　
そ
れ
以
上
に
、
労
働
者
と

国
民
、
地
域
経
済
を
犠
牲
に

す
る
こ
と
が
グ
ロ
ー
バ
ル
大

企
業
の
富
の
源
泉
に
な
っ
て

い
る
こ
と
に
、
多
く
の
人
々

が
怒
り
の
声
を
上
げ
、
そ
れ

が
ひ
ろ
ま
っ
て
い
ま
す
。

　
だ
か
ら
こ
そ
「
賃
上
げ

で
景
気
回
復
」
を
ス
ロ
ー

ガ
ン
と
し
て
賃
金
の
引
き
上

げ
・
底
上
げ
を
求
め
る
声
が

ひ
ろ
が
っ
て
い
る
の
で
す
。

₁₆
春
闘
の
最
重
点
課
題
は
、

す
べ
て
の
仲
間
が
力
を
合
わ

せ
て
、
本
気
に
な
っ
て
実
質

賃
金
の
底
上
げ
な
ど
の
要
求

を
取
り
に
行
く
構
え
が
必
要

で
す
。₂
月
の
地
域
総
行
動
、

₃
月
の
統
一
ス
ト
ラ
イ
キ
な

ど
全
国
統
一
行
動
を
成
功
さ

せ
ま
し
ょ
う
。

　
も
う
ひ
と
つ
の
重
点
は
、

「
社
会
的
な
賃
金
闘
争
」

で
す
。
労
使
の
力
関
係
を
超

え
て
、最
低
賃
金
や
公
契
約
、

公
務
賃
金
の
改
善
な
ど
の
制

度
・
政
策
闘
争
を
強
め
、
賃

金
が
上
が
る
仕
組
み
づ
く
り

と
賃
金
の
底
上
げ
の
実
現
を

め
ざ
し
ま
す
。

　
そ
の
た
め
に
、
賃
上
げ
・

底
上
げ
を
求
め
る
世
論
を
大

き
く
ひ
ろ
げ
る
取
り
組
み
が

求
め
ら
れ
ま
す
。
中
小
企
業

支
援
・
振
興
の
課
題
と
結

び
つ
き
な
が
ら
、
今
す
ぐ
最

賃
₁
₀
₀
₀
円
以
上
を
求

め
、
地
域
・
職
場
か
ら
時
給

₁
₀
₀
₀
円
未
満
の
労
働

者
を
な
く
す
取
り
組
み
に
力

を
入
れ
ま
し
ょ
う
。

　
国
民
の
₆
割
の
「
今
国

会
成
立
は
反
対
」
、
₈
割

の
「
説
明
が
不
十
分
」
の

声
を
無
視
し
て
、
戦
争
法

が
数
の
暴
力
で
成
立
さ
せ
ら

れ
て
₄
カ
月
。
「
私
た
ち
は

あ
き
ら
め
な
い
」
と
、
戦
争

法
廃
止
を
求
め
る
運
動
は
止

ま
り
ま
せ
ん
。
「
野
党
は
共

闘
！
」
の
市
民
の
声
を
受

け
て
、
日
本
共
産
党
は
「
国

民
連
合
政
府
」
を
提
唱
し
、

政
党
や
団
体
、
個
人
の
議
論

が
始
ま
り
ま
し
た
。

　
戦
争
法
は
、
い
つ
で
も
、

ど
こ
で
も
、
ア
メ
リ
カ
と
一

緒
に
戦
争
す
る
た
め
の
法
律

で
す
。
国
民
を
ま
も
る
の
で

は
な
く
、
国
民
の
命
を
危

険
に
さ
ら
す
法
律
で
す
。
憲

法
₉
条
に
真
っ
向
か
ら
そ
む

く
、
憲
法
違
反
の
法
律
は
無

効
（
憲
法
₉₈
条
）
で
す
。
戦

争
法
は
廃
止
し
か
あ
り
ま
せ

ん
。

　
戦
争
法
を
根
拠
に
、
対
テ

ロ
軍
事
作
戦
に
日
本
が
参
加

す
る
こ
と
も
あ
り
、
非
常
に

危
険
で
す
。
「
戦
争
で
テ
ロ

は
な
く
せ
な
い
、
憎
し
み
の

連
鎖
を
生
む
だ
け
だ
」
と

い
う
こ
と
は
、
「
₉
・
₁₁
」

以
降
の
ア
フ
ガ
ン
や
イ
ラ

ク
の
状
態
が
は
っ
き
り
と
示

し
て
い
ま
す
。
報
復
戦
争
が

「
新
た
な
憎
し
み
」
を
生

み
、
そ
れ
を

口
実
に
日
本

国
民
が
テ
ロ

の
標
的
に
さ

れ
る
道
を
許

し
て
は
な
り

ま
せ
ん
。
こ

う
し
た
こ
と

か
ら
も
戦
争

法
は
廃
止
し

か
あ
り
ま
せ

ん
。

　
ま
た
、
戦

争
法
の
具
体
化
と
し
て
、
南

ス
ー
ダ
ン
へ
の
Ｐ
Ｋ
Ｏ
派
遣

部
隊
に
「
駆
け
つ
け
警
護
」

を
新
任
務
と
し
て
付
加
す
る

こ
と
に
な
る
と
非
常
に
危
険

で
す
。
戦
乱
が
続
く
現
場
で

の
危
険
な
任
務
は
、
自
衛
隊

員
の
殺
し
殺
さ
れ
る
リ
ス
ク

を
格
段
に
高
め
ま
す
。

　
総
が
か
り
行
動
実
行
委

員
会
が
呼
び
か
け
た
「
戦

争
法
廃
止
統
一
署
名
」
は
、

一
人
ひ
と
り
の
「
戦
争
は

い
や
だ
」
の
声
を
集
め
る

署
名
で
す
。
仕
事
・
職
場
に

引
き
よ
せ
て
学
習
を
行
い
、

組
合
員
₁
人
が
₁₀
人
の
署
名

を
集
め
て
、
そ
の
力
で
戦
争

法
を
廃
止
さ
せ
ま
し
ょ
う
。
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『月刊全労連1月号』山家悠紀夫論文より

賃金底上げはなぜ大事？
　最低賃金など最低規制＝「底」はあってもその水準が低すぎる
ため、ワーキングプアやまともに生活できない人が増えています。
収入の低い人が増えれば消費が冷えこみ、税収も減ります。地域
を元気にするためには、賃金の底上げは欠かせません。制度とし
ての最低賃金の引き上げ、公契約の適正化、公務賃金の改善、
中小企業支援・振興の拡充などをすすめることが求められます。
　“地域・職場から時給1,000円未満で働く労働者をなくす”取
り組みとして、労働組合と市民が力を合わせて、キャンペーンや
経営者との懇談などを重ねて、その実現をめざします。

　「公契約」とは、国や自治体が発注する公共工事や委託事業につ
いて民間業者と結ぶ契約のことです。OECDによると、日本国内で
公共工事や委託事業に関わる労働者は1000万人を超え、財政規
模はGDPの15％、約65兆～75兆円に達し、地方では、地域で
最大の経済活動となるケースも数多く見られます。
　公契約法・条例は、公共工事・公共サービスを民間事業者に発
注する際に、低賃金を背景とするダンピング受注を排除することで、
公務・公共サービスの品質確保、事業者相互間の公正競争を確立
し、適正な賃金を保障する、地域経済活性化に有効な制度です。

「公契約」とは？
賃金の生計費原則とは？
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「戦争法」成立に世論はNO！
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2015年9月21日各紙に
掲載された世論調査

まともな経済運営と
憲法政治に多衆の結集を
自由法曹団　団長

荒井　新二さん
　集団的自衛権の国内法化、原発の再稼働推進、密
告と監視社会をつくる盗聴法・司法取引（証言買収
法）に断固反対していきましょう。政府・経済界は、
実質賃金の固定した目減り、大企業の内部留保、貧
富の格差の拡大にそっぽを向いて、株の値動きばか
りに集中しています。そんな政府に今国会の労働者
派遣法・労働時間法制等の改悪を許させては、経済
社会はたち往きません。ご活躍を期待します。

力合わせ
増税阻止と賃上げを
全国商工団体連合会　会長

国分　稔さん

　安倍政権の暴走に立ち向かい、憲法を高く掲
げ平和と民主主義、暮らしを守るたたかいに今
こそ立ち上がるときです。今回の春闘は、戦争
法廃止に向けた国民的大運動を大きく広げ、大
幅賃上げ、地域経済振興をめざす歴史的なたた
かいになるものです。３月11日は春闘の大き
な山場であるとともに、あらゆる階層の国民が
重税反対を訴える全国統一行動です。過去最大
規模の参加で成功させ、消費税増税ストップ、
生活改善・景気回復、地域経済再生のため、労働
者と中小業者が力を合わせて奮闘しましょう。

力をあわせ、
悪政に立ち向いましょう
全国生活と健康を守る会連合会　事務局長

藤谷　加津江さん
　安倍政権は、税と社会保障の一体改悪をすすめる
突破口として、生活保護基準の引き下げと生活保護
法の改悪を強行し、不正受給を口実に組織弾圧を行
いました。さらに住宅扶助や冬季加算の見直しをた
くらんでいます。消費税が8％になり、年金が下が
り、非正規労働者が増え、生活に不安を抱えるばか
りです。生活保護と年金・最賃を引き上げる国民的
大運動をご一緒に広げましょう。

ガンバレ！労働者

とう や

TPPのたたかいは
これからが正念場
農民運動全国連合会　会長

白石　淳一さん

　TPP「大筋合意」は、国民の声を無視し暴政
をつづける安倍首相の姿勢を象徴しています。
農業の分野では国会決議を踏みにじり重要5品
目での輸入枠の設定をはじめ、それ以外の作物
のほぼすべてで関税をゼロにする未曾有の農業
破壊協定となっています。それだけに、安倍政
権はTPPを国民の目からそらすことに躍起で
すが、TPPへの怒の声は収まる気配がありませ
ん。たたかいはこれからが正念場です。春闘で
の前進を力に、国民的な共同を広げ、安倍政権
を打ち倒そうではありませんか。

ガンバレ労働者
16春闘に期待します

内部留保と平均賃金
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なお、2013年の平均は正規473.0万円（前年比+1.2%）に対し非正規雇用労働者は167.8万円（同
-0.1%）、2014年の平均は正規477.7万円（同+1.0%）に対し非正規169.7万円（同+1.1%）だった。

37.4

35.2
34.434.1

33.0

31.4

29.4

26.0

23.6
21.520.3

40
（%）

35

25

30

20

37.4
36.7

35.2
34.433.734.1

33.0
31.430.4

35.1
33.5

32.6

29.4
27.2
26.0
24.9

23.6
21.5
20.9

23.2

20.3

3278

増え続ける非正規雇用労働者
（労働力調査・万人）

949290888684 96 98 00 02 04 06 08 10 12 （年）14

4000

3500

3000

2000

2500

1500

1000

500

（注1）総務省「労働力調査」から作成しており、「役員を除く雇用労働者」の集計値である。なお、2001年までは
各年の2月調査結果、2002年以降は各年の平均値。半期の単純平均としている。

（注2）非正規率は総務省「労働力調査」から、役員を除く雇用労働者に占める非正規雇用労働者の割合

711

1152

1735
1962

3337

3812

3449

非正規雇用非正規雇用
非正規率非正規率

正規雇用正規雇用

（労働力調査・万人）

949290888684 96 98 00 02 04 06 08 10 12 （年）14

4000

3500

3000

2000

2500

1500

1000

500

711

1152

1735
1962

3337

3812

3449
3278

非正規雇用非正規雇用
正規雇用正規雇用



労働法制の改悪を職場にもちこませない
　安倍政権は、正社員化促進、賃上げ、過労死防止といいながら、それらとは真逆な政策を強行

しつつあります。もっとも立場の弱い雇用である派遣労働を職場に広げるための規制緩和は、

2015年10月から施行されています。改悪派遣法の影響を職場に広げないよう、労使で話あい、

派遣など非正規で働く仲間の要求をつかみ、処遇改善と正社員化を実現しましょう。

　通常国会には「残業代ゼロで働かせ放題・過労死しても自己責任」の労基法改悪法案が上程さ

れています。裁判で解雇無効とされても低額金銭で解雇されてしまう「解雇自由法制」の検討

もはじまっています。

　安倍「雇用破壊」をはねかえし、労働時間と解雇の規制強化、派遣法の抜本改正を求め、声を

あげましょう！　職場では、1．非正規の正社員化を軸とした人員増、2．労働時間短縮、3．賃

上げをセットで要求して実現に力をつくすとともに、労働法制署名を推進しましょう。

社会保障の切り捨て
消費税増税ストップ

　消費税が8％へと増税されたのに、政府は「財政難」を口

実に、医療・介護・年金・生活保護などあらゆる社会保障を

改悪しています。軽度者の介護保険外しや生活保護の引き

下げなどが行われ、医療の窓口負担増などが決まっていま

す。社会保障・社会福祉は憲法25条で保障された国民の

権利です。自然増すら抑制する社会保障費抑制方針を撤

回させ、社会保障の充実を求めましょう。

辺野古新基地建設は
ただちに中止を

　政府は、「普天間基地の危険の除去」を理由に、辺野古の

新基地建設を強行しています。しかし、一昨年の名護市長

選挙、名護市議会議員選挙、沖縄県知事選挙、昨年末の総

選挙のすべてで、「辺野古新基地建設」反対の候補が圧勝し

ました。沖縄県民の意思は明確です。政府は、行政不服審

査法などの法律を悪用して、知事の「辺野古の埋め立て承

認取り消し」を無効にしようとしていますが言語道断です。

東日本大震災からの
1日も早い復興を

　東日本大震災、原発事故から5年。いまだに7万6000

人が仮設住宅で生活し、震災関連死は3331人にのぼりま

す。政府は、復興費の負担を地元に押しつけ、原発事故の

避難指示を解除し、「帰還」を促進して損害賠償の打ち切り

を狙っています。被災者の生活と生業の再建こそ急務です。

同時に、多発する自然災害のもと、住宅再建の500万円へ

の増額をはじめ生活再建支援制度の改善が求められます。

　労働者の切実な要求を実現していく労働組合の力は

基本的に労働者の「数の力」です。どれだけの広範な労

働者が労働組合に結集して、団結してたたかっているの

かにかかっています。2016年の春闘要求を前進・実現

していくためにも、職場・地域のすべての労働者を視野

に入れて対話を進め、共通する切実な要求の実現をめ

ざして共同してたたかうとともに、労働組合の加入を積

極的に呼びかけ、仲間に迎えましょう。
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2016年 春闘スケジュール

世論を喚起！「賃上げは当然」
地域で国民春闘をたたかう
意志統一

1月

通常国会・開会日行動（総がかり規模で）4月

全国一斉新春宣伝行動6水
2016年国民春闘宣言行動（経団連前行動など）水13

国民春闘共闘委員会 単産・地方代表者会議15金

雇用共同アクション・学習決起集会28木

24日 沖縄・宜野湾市長選挙投票日
26火 春闘決起集会（中野ゼロホール）
28木 原発をなくす全国連絡会・総会

全労連 第53回評議員会21木 22金～

ブラック企業なくせ・残業代ゼロ法案は
廃案に！キャンペーン月間

4月

賃金交渉集中・統一行動ゾーン（予定）

辺野古連帯ツアーⅡ
最低賃金の課題とも結合した全国統一行動・中央行動（予定）15金

15金～13水

23土 25月～

戦争法廃止！憲法闘争推進月間5月
メーデー（情勢を踏まえ、共同の拡大を追求）1日
憲法集会（中央・地方で多様な大規模行動・集会）3火
国民平和大行進・出発集会6金
争議総行動下旬

6月
非正規全国集会（札幌）4土 5日～

地域総行動月間2月

28日

組織拡大交流集会
国民大運動実行委員会・全国代表者会議4木

ブラック企業をなくし、大企業の社会的責任を問う行動集中週間
安倍政権NO！大集会（代々木公園）

辺野古連帯ツアーⅠ
憲法共同センター・全国交流集会

共済拡大全国交流集会
第2回中小企業シンポジウム

3水 4木～

7日 13土～
14日

20土

21日 22月～

19金 21日～

全国いっせい労働相談ホットライン3木

震災復興・原発ゼロ求める集中行動ゾーン

国際女性デー8火
国民春闘勝利！労働者決起集会・中央行動（予定）9水
重税反対統一行動11金

回答集中日（予定）16水

統一ストライキなど全国統一行動（予定。シンボルカラー＝黄色）
原発ゼロ大集会（代々木公園）

賃金交渉集中ゾーン

7月 13日～

17木

26土

29火 31木～

大幅賃上げの獲得、
春の組織拡大月間（～5月）

3月

15

1313水

23要求の前進・実現と
 組織の拡大・強化の統一を！
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４2016年1月5日2016春闘号外 （毎月15日発行　第3 種郵便物認可）
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